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はじめに 
保険業については、国際的に保険監督者国際機構（IAIS: International Association of 
Insurance Supervisors）による国際保険監督規制が整備され、その一環で国際的な資本規
制が今後適用される予定である。保険分野の健全化規制は、これまで銀行のように定量的
な国際資本規制が存在しないこともあったが、保険業のグローバル化や 2008 年の金融危機
を契機に金融安定理事会（FSB: Financial Stability Board）主導のシステム上重要なグロ
ーバルな金融機関( G-SIFIs :Global-Systemically Important Financial Institutions)や
IAIS によるシステム上重要なグローバルな保険会社（G-SIIs：Global Systemically 
Important Insurers)の導入を受け、銀行・証券・保険の規制監督においてリンケージをも
った規制となっていっている。 
我が国においても、金融庁の平成27事務年度の金融行政方針において保険会社の「資産･
負債の経済価値ベースによる評価･監督手法の検討」1としての項目記載がなされ、その中で、
「国際的な議論への貢献・フォローを行いつつ、我が国のソルベンシー規制についての検
討とともに、標準責任準備金制度、商品審査のあり方、監督会計と財務会計のあり方等を
含め、より広範な議論を行っていく」としている。 
IAIS は、これまでも規制の詳細は数値の基準を含め各国の監督当局に委ねられているも
のの保険基本原則（ICP: Insurance Core Principles and Methodology）によって、保険監
督上の原則や基準をプリシパルベースで定めてきた。今後、国際保険監督規制がさらに整
備され、国際的な資本規制が今後適用される予定であるが、これは、一歩踏み込んだ規制
対応を各国に求めることを意味する。具体的には、①リスクに見合う適正な保険資本ルー
ル設定である国際資本基準(ICS：Insurance Capital Standard)、②国際的に活動する保険
グループ (IAIGs： Internationally Active Insurance Groups)の監督のための枠組み
ComFrame(Common Framework for the Supervision of Internationally Active 
Insurance Groups)、③ G-SIIs に適用する基礎的資本要件 (BCR ： Basic Capital 
Requirement)2や高度な損失吸収性(HLA：Higher Loss Absorbency)3、の対応が各国で必
要になるが、国内における実効性確保のため、法整備が必要な事項も考えられる。つまり、
国際的な規制合意を、国内規制とするための根拠としての法制化が課題となる。 
これまで銀行における国際資本規制があった際にも、導入されるまで、さまざまな議論
があったものと認識しており、保険分野についても同様であろう。今後、我が国の規制監
督においても、国際的な保険資本規制が導入されるにあたって対応を検討していくことに
なるが、本稿では、国際的な保険規制の現状、さらに銀行セクターにおけるバーゼル規制
と同様の定量的な保険資本規制の導入が、我が国の保険業法にどのような影響があるかを
主に銀行セクターとの比較によって考察し、国際保険資本規制適用のための国内法制化の
必要性とその方向性を検討していく。 
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2．保険業の健全化規制導入の背景 
(ⅰ)金融規制の国際的な枠組み 4 
今回の金融危機では、金融システムの安定性の確保が非常に困難であることが、判明し
た。金融システム全体を安定化させ、実体経済への影響を最小限にする事を目的としたマ
クロ・プルーデンスの視点 5も合わせて考える必要性がある。このような国際的な金融シス
テムの議論の枠組みが形成されている。2008 年の金融危機後、ロンドン・サミット（2009
年 4 月）の「金融システムの強化に関する宣言」を踏まえた対応として、旧金融安定化フ
ォーラム（FSF：Financial Stability Forum）が、より強固な組織基盤と拡大した能力を
持つ組織として再構成されている。それが、金融安定理事会（FSB: Financial Stability 
Board）6である。FSB には、G20 のメンバー国及び地域の関連当局、金融監督当局による
国際機関（バーゼル銀行監督委員会(BCBS)7、証券監督者国際機構(IOSCO: International 
Organisation of Securities Commissions)、保険監督者国際機構（IAIS））、国際金融機関（国
際通貨基金（IMF）・世界銀行）等が参加しており、我が国からは金融庁、財務省及び日本
銀行が参加している。それまで銀行中心であった規制監督を、銀行・保険・証券の 3 業態
を一体として規制監督を行う方向性にある。保険業においても、金融類似商品を取り扱っ
ていることや、金融仲介機能を有していること、さらに近時の金融危機対応(AIG の経営危
機 8)もあったため、システミック・リスク 9等を踏まえたプルーデンス規制が銀行セクター
との対比で議論されている。このため、今後も保険業の財務健全性に係る定量的、定性的
な規制監督 10は増加するものと考えられている 11。 
(ⅱ)保険業におけるシステミック・リスク 
金融危機によりシステミック・リスクは金融システム全体に影響を及ぼすリスクが認識
されるようになった。これによってマクロ・プルーデンスの観点からの規制・監督12の重要
視されている。金融危機後に明確化されたシステミック・リスクの概念は、主に①プロシ
クリカリティ(景気変動の増幅効果)を悪化させるような金融機関の集合的な行動から生じ
る内生的なリスクとして、金融システム全体に及んで発生するアグリゲート・リスク
(Aggregate Risk)、②金融の安定や実体経済に脅威となる可能性のある金融機関や金融セク
ターが相互に依存し合うことによって発生する可能性のあるリスクとして、金融システム
の内部で発生するネットワーク・リスクから構成されるリスク分類される13。アグリゲー
ト・リスクに対処するためにプロシクリカリティを踏まえた追加的な資本規制、さらにネ
ットワーク・リスクに対処するために、システム上重要な金融機関に対する加重的な資本
規制が国際的に検討されている14。IAISのシステミック・リスクに関するポジションについ
ては、2015年10月にG-SIIsの上乗せ資本要件であるHLA概要の公表文書15において「2.3 
IAIS position on systemic risk」の項目で解説がされている。その中では「 伝統的な保険
がシステミック・リスクを引き起こし、または増幅する証拠はほとんどない。」とのコメ
ントもあり、保険会社を起源とするシステミック・リスクの可能性には様々な主張が存在
する16。たとえば、米国のMetLifeは、SIFI認定に関して米国当局である金融安定監督評議
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 4 号(2016)p.82-101 
 
85 
保険業の健全化規制をめぐる現状と課題 
―他業法との比較アプローチを通じて― 
会（FSOC: Financial Stability Oversight Council）を相手方として、2015年1月、ワシント
ン連邦地裁に訴えを提起している17。同連邦地裁は、SIFI認定に関する規制を無効とする判
断を下し、現在はFSOCによる上訴中であり、まだ、最終判断はでていないものの、その動
向が注視されている。2016年9月に杭州で開催されたG20首脳声明においても、「我々は，
保険セクターにおけるシステミック・リスクの問題に引き続き対処する。我々は，国際的
に活動する保険会社に対する国際資本基準（ICS）の策定に向けた作業を歓迎する。（抜粋）」
18との声明が出ており、保険セクターにおけるシステミック・リスクに対処する政策手段の
議論が国際的に進展している。現在、IAISは2016年6月16日に「保険商品特性から生じる
システミック・リスク」（「非伝統的・非保険(NTNI19)活動・商品」）の最終文書を公表
している段階にあり、当該文書では、潜在的にシステム上の重要性を有する保険商品特性
が説明されている20。  
3．保険業をめぐる規制・監督の現状 
保険業における健全性規制を考察する上で、まず、保険規制による公的介入の意味を検
討してみる。保険規制による公的介入の意味としては、市場の不完全性によってもたらさ
れる取引当事者のコスト負担の増加等の非効率を縮小することを目的として行われている
とされる。保険業における公的規制として主要なものとして健全性規制 21が挙げられる。健
全性規制には、財務規制、ソルベンシー規制、支払保証基金等が存在するが、これらを通
し、保険会社の支払能力に関する情報不完全性の問題を緩和してきた 22。 
国際的に事業展開する保険会社においては、さまざまな国での事業展開がされる中で経
営実態の理解はより困難になっていくものと考えられ、情報不完全性の傾向はより高まる
ものと考えられる。したがって、国際的に事業展開する保険会社ほど情報不完全性の問題
を緩和せねばならず、そのためにも国際的に統一された健全性規制の導入が必要とされて
きたのである。以下、その動向について見ていく。 
(ⅰ)保険監督者国際機構(IAIS)の役割変化 
保険業のグローバル化 23に対応していくため、「保険監督者国際機構（IAIS: International 
Association of Insurance Supervisors）」が 1994 年に設立されている 24。保険監督者国際
機構(以降は、IAIS という)は、スイスのバーゼルに本部を設置しており、約 140 カ国の約
200 を超える管轄区域の保険監督・規制の機関がメンバーによって構成され 25、業界団体や
民間の保険会社等の約 120 機関がオブザーバーとなっている 26。IAIS の主な活動は、①保
険監督者間の協調の促進、②国際保険監督基準の策定、③監督基準に則る加盟国の監督体
制構築の支援、④他の金融分野の監督機関との連携である 27。  
IAIS のミッションは変化しており、基本定款の一部が 2015 年 11 月 12 日に改定され、
従来の保険契約者保護の観点を主眼にしたものに、グローバル金融市場の安定化 28が追加
されている。IAIS の基本定款 2 条 29によれば、ミッションとして、(a)効率的かつグローバ
ルに首尾一貫した保険業監督の促進と、(b)グローバルな金融安定性の確保へ貢献すること
である。また、IAIS は、このミッションを遂行するため、①保険監督上の諸原則、基準な
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 4 号(2016)p.82-101 
 
86 
保険業の健全化規制をめぐる現状と課題 
―他業法との比較アプローチを通じて― 
ど(例えば、保険コア・プリンシパル：ICP)を整備すること、②これらの諸基準の導入・実
施を支援すること、③保険監督機関相互または他の監督機関との協力・情報交換などを促
進すること、④保険監督に影響し得る潜在リスクを同定し共通の関心を向けさせること、
⑤金融市場監督に従事する国際機関を連携協力させること等を掲げている 30。 
（ⅱ）システム上重要な金融機関の対応 
2008 年金融危機を契機に、G20 および FSB は、G-SIFIs31( G-SIFIs :Global-Systemically 
Important Financial Institutions)としてシステミック・リスクを発生させる可能性がある
「システム上重要なグローバルな金融機関」を特定し、金融危機が起きた際の金融市場の
混乱を防止すること、公的資金による破綻処理・救済を防ぎ、TBTF (TBTF：too big to fail)
の問題に対処すること等を主な目的として新たな規制を検討している。TBTF の問題とは、
規模の大きな金融機関は救済するが小規模な金融機関は潰すのか、との批判から生じたモ
ラル・ハザードの問題である 32。つまり、一定の金融機関の規模等の条件が揃えば、その
金融機関の経営危機や破綻等によってシステミック・リスクが生じる可能性のある場合、
政府からの保証が得られる為、金融機関は経営においてあらゆるリスクに対するモラル・
ハザードが生じるというものである。「一定の金融機関の規模等の条件」とは、SIFIs と同
義で用いられる事が多い 33。保険セクターにおいても、G20 および FSB 委託を受けて IAIS
が、システミック・リスクを発生させる可能性がある「システム上重要なグローバルな保
険会社」として G-SIIs(Global Systemically Important Insurers)の選定基準と適用規制の
策定について検討を開始している。IAIS は、他の国際保険監督基準についても策定を進め
ており、現在、主に国際保険監督基準として検討を進めているものとしては、保険基本原
則(ICP)・ComFrame34・G-SIIs Package35の 3 つから構成されている。 
(ⅲ)保険業の国際的資本規制の進展 
IAIS は、定量的な保険資本規制として、リスクに見合う適正な保険資本ルール設定であ
る国際資本基準（ICS）、G-SIIs に適用する基礎的資本要件(BCR)や高度な損失吸収性(HLA)、
の対応を準備している。以下、これらの保険資本規制の導入概要について説明していく。 
図表 1 保険資本規制の導入概要 
名称 趣旨 
G-SIIs への
適用 
IAIGs への
適用 
適用予定時期 
ICS ： Insurance 
Capital Standard 
グループベースの
国際保険資本基準 
適用あり 適用あり 2020 年 
BCR ： Basic Capital 
Requirement 
G-SIIs 向け最低資
本要件 
適用あり 適用なし 2019 年 
HLA ： Higher Loss 
Absorbency 
G-SIIs 向けの上乗
せ資本要件 
適用あり 適用なし 2019 年 
（出所）筆者作成 
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(1) ICS 
ICS は、IAIGs に対して銀行セクターにおけるバーゼル規制のように国際的に統一され
た定量的な保険資本基準を導入しようというものである。ICS は、IAIGs に適用されるグ
ループベースの連結保険資本基準であり、資産・負債の評価は基本的に時価評価で行われ、
ICS 比率で把握される。ICS 比率は、次式にように算出される。 ICS 比率 = 適格資本リソース総額ICS 所要資本額  
ICS では、適格資本リソース 36・ICS 所要資本の双方について、あらゆる資本、あらゆ
る負債、あらゆる規制上の資本要件およびあらゆるリソースの間の相互依存性を認識する、
トータル・バランスシート・アプローチが採用される。トータル・バランスシート・アプ
ローチでは、保険会社が抱えるあらゆるリスクを統合的に評価して所要資本額を計算し、
市場整合的な経済価値ベースで評価した資産と負債の差額である利用可能資本が所要資本
額を上回っていること確認することになる 37。 
 (2) BCR 
BCR は、G-SIIs に対して追加的に求められる自己資本としての HLA を算出するための
自己資本規制である。BCR は、G-SIIs に適用される連結ベース(適格資本量 38・所要資本
量 39は、金融業務及び主要な非金融業務を含む連結ベースで計算される)の資本基準であり、
その充足状況は BCR 比率で把握される。資産・負債の評価は時価評価で行われ、その評価
によって適格資本を算定する。BCR 比率は、次式にように算出される。 BCR 比率 = BCR のための適格資本リソース総額BCR 所要資本額  
 所要資本量において保険業務部分は、伝統的生命保険、伝統的損害保険、非伝統的保険
及び資産の 4 グループ、15 ファクターから構成され 40、各エクスポージャーに所定のリス
ク・ファクター値を乗じることで計算される(以下の式で BCR の必要資本が計算される)。
このファクター方式は、銀行セクターにおけるバーゼル規制においてもエクスポージャー
にリスクウエイトを乗じる方法と同様である。BCR は、様々な法域での比較可能性・簡潔
性が重視されているため、計算方式にファクター方式を採用している。また、資産部分は、
資産の時価にリスク係数を乗じて計算される。さらに非保険業務部分は、規制対象の銀行
業務、規制対象外の銀行業務、証券、その他の業務から構成され、バーゼルⅢのレバレッ
ジ比率や証券・その他の業務に使用される資本要件を基に所要資本量が計算される 41。 
 
 
 
＊αは、BCR 全体の水準を決めるための調整係数 
＊ai、bi、ci、diは、各リスク(エクスポージャー)に適用される係数 
＊NI は、非保険リスク 
∑∑∑∑∑
=====
+
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=
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 我が国の保険会社に対しては、ソルベンシー・マージン比率が導入済みであるが、現在、
BCR と類似のファクター方式をベースにしている 42。なお、BCR は、将来的に ICS に置
き換わることが予定されている。 
 (3)HLA 
HLA は、G-SIIs の国際金融システムにおけるシステム上の重要性を反映した追加資本要
件という意味を有する。HLA の主目的は、G-SIIｓの経営難または破綻の確率と金融シス
テムへの影響を減少させることに役立つことである。2019 年の HLA 適用開始にあたり、
G-SIIs は BCR の所要資本と HLA 上の必要な資本の合計を下回らない額の資本保有が要求
される。BCR 及び HLA では、保険業務、非保険業務それぞれについて、BCR(基礎的資本)、
BCR の上乗せ(uplift)、HLA の 3 層の資本を備える必要があるとされる 43。 
4．我が国の保険業に関する他業法との比較アプローチ 
これまで述べてきた通り、保険会社においては、国際保険資本規制の導入が我が国にも
実施されることが決まっている。また、近時、我が国では少子高齢化等による国内保険市
場の成長が難しく、収益拡大のための海外への事業展開によって保険会社のグローバル化
が進んでいる。このような状況下において、特に健全化規制の観点から我が国の保険業を
規制の見直しが求められている。 
以下、保険業法と銀行法の比較アプローチの観点から保険業法への影響を確認していく。 
(ⅰ)保険業法と銀行法の類似性 
保険業法と銀行法の各条文を対照してみると、以下、図表 4「保険業法と銀行法の比較」
のとおり各条文の構成は類似している。これは、保険業と銀行業が、共に高度の公共性 44を
有しており、それぞれの業態に沿った健全かつ適切な業務運営の確保に向けた規制・監督
を行う必要があったためである 45。各業態に認可基準、業務範囲、行為規制等を規制し、
個別業法で規制をしてきた監督の流れは、当然のものと考えられる。このように各業態で
の規制をした場合、個別の業態毎への極め細やかな規制監督が実現しやすい半面、各業態
にまたがるような金融商品開発があったたり、業態横断的な規制が導入される等の国際的
要請に基づく横断的・包括的な規制監督は、難しくなる傾向がある。また、金融危機後は
金融コングロマリットの形成動向は、SIFI の規制もあり落ち着いた感があるが、業態を超
えた M&A が我が国の銀行や保険会社では可能であるため、それぞれの業態での健全性規
制が金融コングロマリットにおいても有効であるかは課題があると考える 46。 
金融機関が健全性指標を用いて、金融機関の資本規制を行う意味は、財務健全性を保つ
ことにより、金融秩序の維持を図ろうとするものである。さらに現在資本規制の強化の動
きは、過度のリスクテイクを防ぐ事で金融機関のモラル・ハザードを事前に防止しようと
いう TBTF、システミック・リスクの対応にも繋がるものである。それは、自己資本比率規
制等による規制見直しによって、具現化されつつある。この対応が我が国の保険業法と銀
行法へどのような影響を及ぼすのか次項で検討していく。 
図表 4 保険業法と銀行法の比較 
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保険会社 銀行 
規律の概要 保険業法 規律の概要 銀行法 
通則 
目的 1条 目的 4条 
定義等 2条・2条の 2 定義等 2条～3条の 2 
免許制度 
免許 3条～5条 免許 4条 
人的構成等 
機関 5条の 2 機関 4条の 2 
資本金の額又は基金の総額 6条 資本金の額 5条 
商号又は名称 7条 商号 6条 
名義貸しの禁止 7条の 2 名義貸しの禁止 9条 
取締役等の兼職制限 8条 取締役等の兼職制限 7条 
取締役等の適格性等 8条の 2 取締役等の適格性等 7条の 2 
― 営業所の設置等 8条 
保険業を営む株式会社及び相互会社 第 2編第 2章 ― 
業務範囲規制 
業務の範囲等 
資産運用・大口信用供与規制 
付随業務 
法定他業 
他業の制限 
97条 
97条の 2 
98条 
99条 
100条 
業務の範囲 
大口信用供与規制 
付随業務 
法定他業 
他業の制限 
10条 1項 
13条 
10条 2項 
11条 
12条 
業務運営に関する措置 
業務運営に関する措置 100条の 2 預金者等に対する情報の提供等 12条の 2 
その他の業務規制 
顧客の利益の保護のための体制整備 100条の 2の 2 顧客の利益の保護のための体制整備 13条の 3の 2 
アームズ・レングス・ルール 100条の 3 アームズ・レングス・ルール 
取締役等に対する信用の供与 
13条の 2 
14条 
無責任社員等になることの禁止 100条の 4 無責任社員等になることの禁止 12条の 4 
運用報告書 100条の 5 ― 
独占禁止法の適用除外 101条～105条 ― 
指定紛争解決機関との契約締結義務等 105条の 2 
105条の 3 
指定紛争解決機関との契約締結義務等 12条の 3 
（省略） 
子会社範囲・議決権の取得等の制限 
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（出所）吉田和央(2016) 『詳解保険業法』から 6～9 頁から引用し、一部修正 
 
子会社範囲の制限 106条 子会社範囲の制限 16条の 2 
議決権の取得等の制限 107条 議決権の取得等の制限 16条の 3 
経理 
（省略） 
監督 
事業方法書等の事項の変更 123条～125条 ― 
定款の変更 126条 ― 
届出義務 127条 届出義務 53条 1項 
報告徴求 128条 報告徴求 24条 
立入検査 129条 立入検査 25条 
健全性基準 130条 経営の健全性の確保 14条の 2 
事業方法書等に定めた事項の変更命令 131条 ― 
業務の停止等 132条 業務の停止等 26条 
免許の取消し等 133条 
134条 
免許の取消し等 27条 
28条 
免許又は登録の失効 273条 免許の失効 41条 
組織再編等 
（省略） 
外国業者の規制・監督 
（省略） 
破綻等の処理 
保険契約者等の保護のための特別の措
置等 
第 2編第 10章 ― 
（※）預金保険法に定められている。 
株主の規制・監督 
保険主要株主、保険持株会社等 第 2編第 11章 銀行主要株主、銀行持株会社等 第 7章の 3 
特例 
小額短期保険業者 第 2編第 12章 ― 
保険募集・銀行代理店の規制・監督 
保険募集 第 3編 銀行代理店 第 7章の 4 
指定紛争解決機関の規制・監督 
指定紛争解決機関 第 4編 指定紛争解決機関 第 7章の 5 
その他 
（省略） 
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(ⅱ)我が国の健全性規制の法的根拠 
自己資本比率規制とは、銀行の健全性を表す指標として重要視される経営指標において、
最も重要視されているものである。自己資本比率規制は、保有資産の額に応じ、一定割合
の自己資本を確保することを求める規制を言う。その目的は、自己資本比率を一定水準以
上に保つことにより、業務のリスクに対応して経営の安定性および健全性を確保すること
を目的とするものである 47。 
自己資本比率規制の動向としては、銀行に対する自己資本比率規制の国際的に統一を図
ろうと、「バーゼル銀行規制監督委員会」にて検討され、1988 年に基本的な合意（バーゼル
Ⅰ）が形成されていったものである。これは、国際業務を行っている銀行（国外に現地法
人や支店を設置している銀行）に対し、自己資本比率を 8％以上にすることを求めるもので
ある。一般的に BIS 規制とも呼ばれる。我が国の自己資本比率規制は、それまで大蔵省銀
行局通達によって運用されてきたが、1992 年銀行法の改正 48が行われ、法的に定められる
こととなっている。この自己資本比率等の経営諸比率規制に対する法的根拠付与の背景と
しては、世界的な潮流や行政の透明性向上の見地から法律に根拠を置くこととなった 49。
銀行のバーゼル規制の自己資本比率の基準としては、国際統一基準と国内基準の 2 種類が
用意されているが、これらの詳細な規定は金融庁告示にて明示されている。 
このように我が国において、自己資本比率規制は、銀行では銀行法第 14 条の 2、金融庁
告示第 19 号にて定められている。この自己資本比率規制は、単体・連結ベースでの規制と
して導入されており、それは銀行持株会社にも適用される（銀行法第 52 条の 25、金融庁告
示第 20 号）。ただし、いずれにしてもこの法的規制は、銀行を対象とするものである 50。
銀行においては、行政当局が国際資本規制に合致した自己資本比率の基準(国際統一基準)
を示し、グローバルな銀行経営に資する健全性確保を促す法的根拠となる記載(グローバル
金融市場の安定化を目的とした規制対応)が存在する。 
保険会社においては、銀行の自己資本規制という性質に近いものとして、保険会社 51の
財務健全性を判断するための基準として、保険金等の支払能力にどの程度の健全性がある
のかを見る基準として、行政監督上の指標の一つとしてソルベンシー・マージン（solvency 
margin）比率が利用されている 52。我が国においては、1995 年保険業法改正によりソルベ
ンシー・マージン規制が導入されており、保険業法 130 条と保険業法施行規則 86～88 条に
定められている。また、ソルベンシー・マージン規制は保険会社の連結ベースでの規制と
しても 2010 年に導入されており、それは保険持株会社にも適用される（保険業法第 271 条
の 28 の 2、保険業法施行規則第 210 条の 11 の 3・第 210 条の 11 の 4）。保険会社において
は、国際保険資本規制の導入が我が国にも実施されることが決まっているが、以下、図表 5
の通り、国際資本基準に対応する国内対応がされていない。ICS・BCR・HLA を我が国の
金融機関に適用するための法的根拠を具体的にどのように準備するかが今後の議論となる
であろう。 
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図表 5 現状の保険会社と銀行の資本基準対応の法的根拠 
 保険会社 銀行 
国内資本基準
（現状で保険
会社はソルベ
ンシー規制） 
【保険会社】 
保険業法 130 条、保険業法施行規
則 86～88 条 
【保険持株会社】 
保険業法第 271 条の 28 の 2、 
保険業法施行規則第 210 条の 11
の 3・第 210 条の 11 の 4 
【銀行】 
銀行法 14 条の 2、金融庁告示第 19 号 
【銀行持株会社】 
銀行法第 52 条の 25、金融庁告示第 20
号 
国際資本基準 
国際保険資本規制の法的根拠の準
備が必要 
（出所）筆者作成 
 (ⅲ) 国際保険資本規制適用のための国内法制化の必要性 
保険業法 130 条と銀行法 12 条の 2 を対比してみると図表 6 の通りとなる。 
図表 6 業法比較表（健全性基準） 
保険業法 銀行法 
（健全性の基準）  
第 130 条  内閣総理大臣は、保険会社又
は保険会社及びその子会社等に係る次に掲
げる額を用いて、保険会社の経営の健全性
を判断するための基準として保険金等の支
払能力の充実の状況が適当であるかどうか
の基準を定めることができる。  
一  資本金、基金、準備金その他の内閣府
令で定めるものの額の合計額  
二  引き受けている保険に係る保険事故
の発生その他の理由により発生し得る危険
であって通常の予測を超えるものに対応す
る額として内閣府令で定めるところにより
計算した額  
（経営の健全性の確保）  
第 14 条の 2 内閣総理大臣は、銀行の業務の
健全な運営に資するため、銀行がその経営の健
全性を判断するための基準として次に掲げる
基準その他の基準を定めることができる。  
 
 
一  銀行の保有する資産等に照らし当該銀行
の自己資本の充実の状況が適当であるかどう
かの基準  
二  銀行及びその子会社その他の当該銀行と
内閣府令で定める特殊の関係のある会社（以下
この号、第三章及び第四章において「子会社等」
という。）の保有する資産等に照らし当該銀行
及びその子会社等の自己資本の充実の状況が
適当であるかどうかの基準  
（出所）筆者作成 
保険会社向けのソルベンシー・マージン規制の根拠である保険業法 130 条では「内閣総
理大臣は、保険会社又は保険会社及びその子会社等に係る次に掲げる額を用いて、保険会
社の経営の健全性を判断するための基準として保険金等の支払能力の充実の状況が適当で
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あるかどうかの基準を定めることができる。」と規定されている。銀行法 14 条の 2 と比較
してみると、「経営の健全性を判断するための基準として」という同様の記載はあるものの、
あわせて保険業法 130 条には「保険金等の支払能力の充実の状況が適当であるかどうかの
基準」との記載が存在する。これは、保険会社が保険金等の支払能力にどの程度の健全性
があるのかを見る基準として、行政監督上の指標の一つとしてソルベンシー・マージン比
率を利用していることを明示していると考えられる。さらに、ソルベンシー・マージン比
率の算出根拠として、保険業法 130 条 1 号で「資本金、基金、準備金その他の内閣府令で
定めるものの額の合計額 」として支払余力(マージン)を、保険業法 130 条 2 号では「引き
受けている保険に係る保険事故の発生その他の理由により発生し得る危険であって通常の
予測を超えるものに対応する額として内閣府令で定めるところにより計算した額」として
危険(リスク)の定量化が条文上記載され、次の式によって計算してソルベンシー・マージン
比率を算出する 53。 
ソルベンシー・マージン比率 = ソルベンシー・マージン総額
リスクの合計額 × １/２ × 100 
上記、3.(ⅲ)では、IAIGs 向けの ICS や G-SIIs 向けの BCR・HLA という国際的な保険
資本基準の概要を説明してきたが、これらの国際保険資本基準の計算方法とソルベンシ
ー・マージン比率の算出方法は、大きく異なる。この理由は、国際保険資本基準が従来の
保険契約者保護の観点を主眼にしたものに加えて、グローバル金融市場の安定化を目的と
した規制対応（システミック・リスクの対処等）となるため、資本規制の対象範囲やリス
ク算出方法等が、これまでのソルベンシー・マージン規制とは異なるためであると考えら
れる。では、ICS・BCR・HLA 基準対応として国内法整備は、どのように考えていくべき
であろうか。我が国におけるソルベンシー・マージン規制はこれまで通り、継続するとし
て現状の保険業法 130 条の記載はそのままであるとしても、ソルベンシー・マージン規制
を前提とした保険業法 130 条の「保険金等の支払能力の充実の状況が適当であるかどうか
の基準」との記載や、保険業法 130 条 1 号で「資本金、基金、準備金その他の内閣府令で
定めるものの額の合計額 」、保険業法 130 条 2 号では「引き受けている保険に係る保険事
故の発生その他の理由により発生し得る危険であって通常の予測を超えるものに対応する
額として内閣府令で定めるところにより計算した額」との記載がある以上、現行の保険業
法 130 条を法的根拠とし、例えば、保険業法施行規則の改正による整備をしたとしても
ICS・BCR・HLA の適用は困難ではないかと考える。ICS・BCR・HLA の我が国の対応は、
従来の保険契約者保護の観点を主眼にしたものに加えて、グローバル金融市場の安定化を
目的とした規制対応となるため、現行のソルベンシー規制の他、新たな根拠規定を保険業
法に設ける必要があるのではないかと筆者は考える。 
つまり、現行の保険業法 130 条では、「保険金等の支払能力の充実の状況が適当であるか
どうかの基準」の記載等がある以上、銀行のように銀行法 14 条の 2 に基づき詳細な規定は
金融庁告示によって、行政当局が国際資本規制に合致した自己資本比率の基準を示し、グ
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ローバルな銀行経営に資する健全性確保を促すようための法律的根拠となるような対応を
とることは、できないと考えられる。保険業法 130 条で想定するソルベンシー・マージン
規制は、あくまで、我が国の保険契約者等の保護を図ることを目的とした支払能力確保の
行政監督上の措置を講ずるためのルール 54であり、今後、国際保険資本規制に基づく追加
資本措置等の対応を我が国の保険会社に促すためには、保険業法 130 条の改定若しくは、
対応条項の追加も含めた法整備の検討が必要ではないか。さらに、法整備が必要な事項と
しては、早期是正措置(保険業法 132 条 2 号)や保険持株会社の関連規定等を含めた根拠規定
の整備も ICS・BCR・HLA 基準対応として必要ではないかと考えられる 55。 
さらにマクロ・プルーデンスの視点での金融規制対応が、我が国の保険会社にどこまで
強行法的な対応がとれるかは、エンフォースメントの観点からも重要である。国際的にみ
ると保険セクターはどのように規制監督されているであろうか。例えば、米国の保険規制
は、リーマン・ショックの後、保険会社も含めた金融機関に対するマクロ・プルーデンス
規制による政策措置が、2010 年にドッド・フランク法により対応 56が明確にされているが、
各州の保険規制が現在でも維持され、連邦政府による保険規制は行われていない 57。米国
の国際保険資本規制の対応も、各州の規制監督の強化により実施されると考えられるが、
各州での規制監督の統一を期間内に対応することは非常に困難な道のりと考えられる。
2013 年 12 月 12 日の連邦保険局(FIO：Federal Insurance Office)による議会への報告書 58に
おいても、連邦政府による保険会社の監督への一定の関与が提言され、その中でも米国保
険規制の課題の一つとして、国際的な保険規制との整合性等が触れられているが、現在に
おいて解決に至っていない。それは、米国におけるソルベンシー規制を統一することの難
しさからも容易に想像が可能である。EU においては、これまでも域内の市場形成ルール整
備の必要性から、保険市場の自由化・単一化する枠組みを整備する保険関係指令 59が採択
されており、損害保険では 1979 年の第一次指令、1990 年の第二次指令、1992 年の第三次
指令が採択されている。生命保険においても 1973 年の第一次指令、1988 年の第二次指令、
1992 年の第三次指令、さらに、生命保険統合指令が 2002 年に採択されている 60。EU に
おけるソルベンシー規制としては、生命保険が 1979 年・損害保険が 1973 年に導入された
ものであり「ソルベンシーⅠ」として当該枠組みの中で整備されてきた経緯がある。2009
年 11 月には「ソルベンシーⅡ指令 61」が採択されており、2016 年から経済価値ベースで
のソルベンシー規制が導入される。このような経緯も踏まえると EU においての国際保険
資本規制の対応は、EU 指令によって採択される方向性ではないかと考えられ、EU 加盟国
の国内法に順次対応されるのではないかと推察される。 
このように国際的な資本規制への対応が各国でどのように適用されるかという観点から、
異なった法域での保険規制の概要を改めて比較してみると、保険セクターにおける国際基
準の適用は、我が国のみの課題ではなく、グローバルな課題として認識できるのではない
かと考える。銀行セクターを見た場合、バーゼル規制はバーゼルⅠを国際統一基準として
検討された後、各国の規制に取り込まれた経緯がある。しかしながら、保険セクターにお
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いては、1970 年代以降に各国でそれぞれの実態に即した考え方のソルベンシー規制が既に
導入されている。これまで保険セクターの規制監督は、ソルベンシー規制を各国規制に委
ねられてきた面が強かったが、今後、各国は金融規制法の視点からも議論を深める必要が
ある。国際的な保険資本規制対応については、規制対応が各国との調整等の国際的な動向
を踏まえ柔軟に対応することが求められ、さらに銀行セクターや各国との規制のギャップ
から生じる Regulatory Arbitrage62が生じないようにすることも十分に配慮が必要であり、
我が国においても実態に沿った水準の国内法の整備が必要である。 
(ⅳ)保険業法整備の方向性 
では、保険業法についてどのような改正が必要であるかを検討していく。保険会社向け
のソルベンシー・マージン規制の根拠である保険業法 130 条では「保険金等の支払能力の
充実の状況が適当であるかどうかの基準」との記載が存在する点、また、保険業法 130 条
を法的根拠とし、例えば、保険業法施行規則の改正による整備をしたとしても ICS・BCR・
HLA の適用は困難ではないかという点を上記、4.(ⅲ)において説明してきたが、国際保険資
本基準導入による保険業法改正は、現状の 130 条の記載に国際保険資本基準対応を盛り込
んだ規定改定をする方法と、保険業法 130 条とは別に国際保険資本基準導入の対応として
条項を追加する方法があるのではないかと考える。筆者は、保険業法において保険業法 130
条を改定し、国際保険資本基準の対応条項を盛り込むのではなく、別の条項を追加して対
応することを本稿で提案したい。以下の図表 7 は、その提案する案である。 
図表 7 国際保険資本基準対応の保険業法案 
保険業法案 
（経営の健全性の確保）  
第○条 
内閣総理大臣は、保険会社又は保険会社及びその子会社等に係る次に掲げる額を用いて、保
険会社の業務の健全な運営に資するため、保険会社が経営の健全性を判断するための基準と
して資本適格性の充実の状況が適当であるかどうかの基準その他の基準を定めることがで
きる。  
一  適格資本として内閣府令で定めるところにより計算した額 
二  所要資本として内閣府令で定めるところにより計算した額  
（出所）筆者作成 
保険業法 130 条と別の条項を追加する趣旨としては主に、①規定の複雑化、③早期是正
措置(保険業法 132 条 2 号)との関係、を理由として考えている。まず、①規定の複雑化であ
るが、国際保険資本基準は、従来の保険契約者保護の観点を主眼にしたものに加えて、グ
ローバル金融市場の安定化を目的とした規制対応となることから、資本規制の対象範囲や
リスク算出方法等が、これまでのソルベンシー・マージン規制とは異なる。そのため、国
際保険資本基準とソルベンシー・マージン規制を分離した記載をする必要があると考えた。
仮に１つの条文の中にソルベンシー・マージン規制と国際保険資本基準が併存する場合に
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は、規制目的の差異に沿って記載が必要であるし、また、保険業法 130 条の中に ICS・BCR・
HLA 対応として記載をした場合、条文構成が複雑になる可能性もあると考えるためである。
また、②の早期是正措置との関係であるが、保険業法 132 条 2 号を根拠とする早期是正措
置は、ソルベンシー・マージン規制による保険金等の支払能力の充実の状況が適当である
かどうかによって対応が決まる。ICS 基準値等が導入され、仮にその基準値 100％を割り込
んだ場合にどのような措置を我が国で取りうるかは、今後詳細が決まっていくと考えられ、
保険業法 132 条 2 号とは別制度と想定されるため、保険業法 130 条とは別条項として整理
することが適切と考える。当該条項案では、ICS・BCR・HLA は、「保険会社が経営の健全
性を判断するための基準として資本適格性の充実の状況が適当であるかどうかの基準その
他の基準」という記載案として定義を行った。その中で ICS・BCR の各比率を「資本適格
性の充実の状況が適当であるかどうかの基準」という表現とし、「その他の基準」は HLA
を表わしている。さらに適格資本と所要資本については、ICS・BCR それぞれで定義が異
なるため、「適格資本として内閣府令で定めるところにより計算した額」「適格資本として
内閣府令で定めるところにより計算した額」とし、詳細は保険業法施行規則で定義するこ
とを想定している。さらに、法整備が必要な事項としては、保険持株会社の関連規定も ICS・
BCR・HLA 基準対応として同様の整備が必要であると考えている。このように国際保険資
本基準の対応は、諸外国との法制上の均衡、自己資本規制の重要性に関する理解、規制監
督の透明性向上の観点も踏まえて、保険監督上、どのような根拠をもとに保険会社側に対
応を求めるのかが課題となる。引き続き、国際保険資本基準導入に伴う我が国の保険規制
への影響を研究していきたい。 
以上 
脚注 
                                                   
1この中では、「金融庁としても、関係機関とともに経済価値ベースのソルベンシー規制につ
いて検討作業を進めてきた。また、国際的にも、経済価値ベースで資産･負債を評価する基
準作りが、IAISやIASBにおいて、それぞれ2019年、2016年に最終化することを目指して
議論されている。」とし、「経済価値ベース」の規制導入が強調されている。 
金融庁ホームページhttp://www.fsa.go.jp/news/27/20150918-1/01.pdf 21ページ 
2BCR は、HLA の土台となる資本基準である。 
3HLA は、G-SIIs に対するシステミック・リスクを抑制するための資本の上乗せ規制であ
る。 
4金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/inter/fsf/20091013.html を参考とした。 
5 マクロ・プルーデンスの視点とは、「金融システム全体を安定化させ、国民経済的なコス
トを最小化する事を目的とする視点」であると考えられ、規制監督政策上は、個別金融機
関の破綻回避を目的とするミクロ・プルーデンスと対比する視点で位置づけることが出来
る。翁百合 (2010)『金融危機とプルーデンス政策』日本経済新聞出版社 88 頁 
6FSB は、主に以下を役割としている。 
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①国際金融システムに影響を及ぼす脆弱性の評価及びそれに対処するために必要な措置の
特定・見直し②金融の安定に責任を有する当局間の協調及び情報交換の促進③規制上の基
準の遵守におけるベストプラクティスについての助言・監視 
7バーゼル銀行監督委員会(以降は、BCBS)とは、1974 年 6 月に西ドイツのヘルシュタット
銀行の破綻に伴い国際金融市場に混乱が起きたことを背景として、国際的な銀行監督体制
等の問題に対して対処するために、G10 諸国の中央銀行総裁会議の決定により、「バーゼル
銀行監督委員会（BCBS: Basel Committee on Banking Supervision）」が 1976 年に設立さ
れている。BCBS は、スイスのバーゼルにある国際決済銀行（BIS: Bank for International）
内に事務局を設置している。メンバーは、その後 G20 諸国等に拡大され、銀行監督当局並
びに中央銀行の上席によって構成されている。 
家根田正美・小田大輔(2011)「国際的な銀行監督の基本原則との整合性」『金融法務事情 
No.1923(2011 年 6 月 10 日号)』社団法人金融財政事情研究会 16 頁 
8AIG が経営危機になった理由は、AIG のグループ会社で非保険部門の子会社である AIG
ファイナンシャルプロダクトが大量のCDS等の取引による損失で経営危機になったことで
ある。AIG は保険会社を多数持つ会社であるが、AIG ファイナンシャルプロダクトは、保
険会社としての業務には関係していなかった。AIG の経営危機に至る CDS 取引の詳細は、
「藤井健司(2013) 『金融リスク管理を変えた 10 大事件』一般社団法人金融財政事情研究
会」で詳しく説明されている。197～202 頁参照。 
9システミック・リスクの定義については、増島雄樹(2015)『システミック・リスクに関わ
る分析手法の動向と評価 ―国際的な潮流と日本への含意―』 Discussion Paper 金融庁金
融研究センター5頁や、菅野(2014) 124～128頁に詳細に解説されている。 
10定性的な規制監督とは、統合的リスク管理(ERM：Enterprise Risk Management)、リス
クとソルベンシーの自己評価(ORSA：Owe Risk and Solvency Assessment)を指すと考え
られる。 
11大塚忠義(2016)「生命保険業に対するプルーデンス規制のあり方とその範囲について」『生
命保険論集 No.194』 公益財団法人生命保険文化センター23 頁 
12 システミック・リスクの評価、システミック・リスクの予防、発生したシステミック・
リスクの軽減に焦点を当てた規制・監督を行うことにより、実体経済に生じるコストを削
減することを目的にするのがマクロ・プルーデンスの観点からの規制・監督とされる。 （溝
渕彰(2015)「金融危機後の保険・監督規制―背景事情と考え方を中心に―」『保険学雑誌第
629 号』 日本保険学会 7 頁参照） 
13 （出所）Papathanassiou, Chryssa and Zagouras, Georgios [2012] p.163 の溝渕彰(2015)
「金融危機後の保険・監督規制―背景事情と考え方を中心に―」『保険学雑誌第 629 号』 日本
保険学会 による邦訳 7 頁の引用 
14溝渕彰(2015)  15 頁参照 
15 「Higher Loss Absorbency Requirement for Global Systemically Important Insurers 
(G-SIIs)」
http://www.iaisweb.org/page/supervisory-material/financial-stability-and-macroprudential-p
olicy-and-surveillance//file/57131/iais-higher-loss-absorbency-requirement-for-g-siis 
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16保険会社のシステミック・リスク(主にネットワーク・リスクからの検証と考えられる。)
の発生可能性については、次のような先行研究論文がある。 大野早苗(2016) 「保険会社
はシステミック・リスクの影響を受けるのか？」『証券経済研究 第 93 号』 公益財団法人
日本証券経済研究所 
17 「岡田功太(2015)「整理を要する米国ノンバンク SIFI の特定と解除を巡る議論」『野村
資本市場クォータリー2015 Autumn』野村資本市場研究所」に議論の経過が整理されてい
る。http://www.nicmr.com/nicmr/report/repo/2015/2015aut01web.pdf 
18 外務省のホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000186046.pdf 
19Non-traditional Non-insurance：NTNI 
20保険会社をエクスポージャー・資産流動化の波及経路を通して、重大なマクロ経済リスク
あるいは流動性リスクにさらす特性を有する商品が、保険会社の潜在的なシステム上の重
要性を高めるとされている。 
21 他に公的規制は、保険料率・商品規制・販売規制を通した「市場行動規制」も考えられる。 
22諏澤吉彦(2015)「保険業規制の国際協調のあり方に関する考察―保険のリスク移転と金融仲介
機能に焦点をあてて」『保険学雑誌第 629 号』 日本保険学会 54・55 ページ 
231994 年当時の保険業のグルーバル化と現在の前提は異なるものと考えられる。 
24IAIS は、金融監督当局の国際機関という観点を踏まえ、バーゼル銀行監督委員会(BCBS: 
Basel Committee on Banking Supervision)、証券監督者国際機構(IOSCO: International 
Organisation of Securities Commissions)との対比を検討される。IAIS を含め 3 機関代表
からなるジョイント・フォーラムでは、3 業態にまたがるさまざまな問題を検討している。 
25http://www.iaisweb.org/home 
26東京海上日動火災保険株式会社編(2010)「損害保険の法務と実務」財団法人金融財政事情
研究会 661 頁 
27IAIS のホームページ参考 http://www.iaisweb.org/ 
28Article 2: Mission of the Association,(1) The mission of the Association is to:, (b) 
contribute to global financial stability.  
29http://www.iaisweb.org/index.cfm?event=getPage&nodeId=25208 
30木下孝治(2016)「国際保険監督規制の現状と課題」『保険学雑誌第 632 号』 日本保険学
会 67・68 頁 
31システム上重要な金融機関の SIFIs は、さらに国際展開する G-SIFIs(グローバル SIFIs)
と国内展開中心であるが国際展開もする N-SIFIs(ナショナル SIFIs)に分ける方針である。
FSB の報告では、まず、G-SIFIs(定義の 5 項目：取引(金融仲介)の規模が大きい、主要市
場・金融機関とのつながりが深い、専門的な金融サービスを提供し代替する金融機関がな
い、国際的な活動をしている、複雑な取引をしている)への規制を優先し、次にその他の
SIFIs への規制を検討するとしている。 太田康夫(2011)『バーゼル敗戦銀行規制をめぐる
戦い』日本経済新聞出版社 
32「「Too Big To Fail」（より正確には、‘too big and too complex to fail’）とは、ある金融
機関が、規模の大きさや取引関係の複雑さゆえに、その破綻や経営危機が金融システム全
体の不安定化や金融市場全体の混乱に直結しないため（つまり、システミック・リスクを
内包しているため）、当局はそのような金融機関に委ねることができず救済せざるを得ない、
といわれる問題である。そのため、そのような金融機関は暗黙の政府救済を前提に不当利
得を得て経営されることになり、モラル・ハザードを生じさせるとともに、中小金融機関
との間の不公平をも生じさせる、という議論でもある。」とされる。佐藤隆文 (2010)『金融
行政の座標軸』東洋経済新報社 312・313 頁 
33「この TBTF は、最近では、Sifis、すなわち systemically important financial institutions
〈すなわち、当該金融機関の破綻がシステミック・リスクを顕在化させる先で、結果とし
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て当局がその破綻の許容に二の足を踏む先〉と同義で用いられることも多い。」とされる。
大山剛(2011)『バーゼルⅢの衝撃』東洋経済新報社 79 頁 
34 ComFrame(Common Framework for the Supervision of Internationally Active 
Insurance Groups)は、国際的に活動する保険グループ(IAIGs：Internationally Active 
Insurance Groups)を監督するための共通の枠組みである。ComFrame では、IAIGs の選
定基準、課される要件(ガバナンス、リスク管理等の定性的要件および資本要件等の定量的
要件)、監督当局に求める要件等が定められている。 
35 G20 および FSB の委託により、IAIS は、システム上重要なグローバルな保険会社(G-SIIs)
の選定基準、G-SIIs に対する適用基準(G-SIIs Package)の策定を行っている。FSB は、IAIS
および各国の当局と協議の上、G-SIIs の選定を行っており、毎年 11 月に選定された会社を
更新して公表している。2015年現在G-SIIsは金融庁ホームページで確認したところ、Aegon 
N.V.(Nederland)、Allianz SE(Germany)、American International Group, Inc.(US)、Aviva 
plc(UK)、Axa S.A.(France)、MetLife, Inc.(US)、Ping An Insurance (Group) Company of 
China, Ltd.(China)、Prudential Financial, Inc.(US)、Prudential plc(UK)の 9 社が指定さ
れている。 
36適格資本リソース(Qualifying Capital Resources)とは、事業継続時、不利な状況および清
算時に、保険契約者保護・金融安定の目的で、事業継続の前提での損失吸収力を提供する
（金融商品と他の資本要素の双方の）資本リソースであり、少なくとも Tier1 と Tier2 に
分類される。さらに Tier1 は算入上限の有無、Tier2 は払込済みか否かにより、各々2区分
に分類される。 
37井上武(2015)「保険会社に対する国際的な資本規制の整備の進展」『野村資本市場クォー
タリー2015 Winter』野村資本市場研究所 4 頁 
38 適格資本量はコア資本と追加資本に区分される。 
39 所要資本量は保険業務部分と資産部分と非保険業務部分で構成される。 
40井上武(2015) 7 頁 
41浅見俊雄(2015)  26・27 頁より引用 
42井上武(2015) 12 頁 
43木下孝治(2016)「国際保険監督規制の現状と課題」『保険学雑誌第 632 号』日本保険学会 76
頁から引用 
44保険業の公共性と銀行業の公共性の共通点や差異の詳細については、小川宏之(2011)「保
険業規制の対象、目的および公共性―銀行業規制および証券業規制との比較―」『生命保険
論集No.177』公益財団法人生命保険文化センター111頁～115頁に詳細に論じられている。 
45吉田和央(2016) 『詳解保険業法』一般社団法人金融財政事情研究会 27 頁 
46業態の融合化によるクロス・セクターが進んだ場合、既存の個別業法による規制は実態に
適合しなくなる可能性があるのではないか。 
47 自己資本比率の定義・目的については、川口 (2010) 156・157 頁 
48 1992 年金融制度改革法による改正 
49西村吉正(2011)『金融システム改革  50 年の軌跡』社団法人金融財政事情研究会 271 頁
参照 
50保険持株会社が、銀行もしくは長期信用銀行を子会社にすることにより、銀行持株会社も
しくは長期信用銀行持株会社になろうとする場合、または銀行持株会社もしくは長期信用
銀行持株会社である場合には、保険業法の規定を適用せず、銀行法または長期信用銀行法
の関連する規定が適用されるとの規定がある（保険業法第 271 条の 22 第 6 項） 
51 以下、保険会社という場合、特に注記がないときは「生命保険会社」とする。 
52保険業法 130 条、保険業法施行規則 86～88 条 
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53 ソルベンシー・マージン比率の計算方法については、「生命保険会社のディスクロージャ
ー 虎の巻(2016 年版)」一般社団法人生命保険協会の 9・10 頁に詳細が解説されている。 
http://www.seiho.or.jp/data/publication/tora/pdf/tora_all.pdf 
54平成 4 年保険審議会答申では、「保険会社が直面する諸リスクが増大し、資産と負債の一
体的管理の必要性が高まっていること等から、諸外国の規制等を参考にしつつ、保険事業
においてソルベンシー・マージンの考え方を導入し、これを早期警戒システムの一環とし
て行政監督上活用する必要がある」としそれを踏まえた対応として、その後、平成 10 年に
は監督上の措置として早期是正措置の仕組みが設けられた。 
55例えば、我が国の保険グループで IAIGs に選定された会社があった場合、ICS 比率の基
準である 100％を割り込んでいた、もしくは、その懸念があったときはどのような対応が取
りうるか、決める必要がある。 
56主な政策措置としては、監督体制の強化(マクロ・プルーデンス政策の導入、消費者・投
資家保護の強化)、TBTF となる金融機関等への対応、規制対象の拡大(店頭デリバティブ、
ヘッジファンド)等が考えられる。 
57米国では、マッカラン・ファーガソン法（連邦法）により、保険業の監督は州ごとに行な
われることになっている。ドッド・フランク法により、米国財務省内に連邦保険局(FIO：
Federal Insurance Office)が新設されているが、保険会社への規制・監督権限は引き続き各
州に残り、FIO には、直接の規制・監督権限は与えられていない。杉山欽也(2011) 『生命
保険経営第 79 巻第 3 号(通巻 465 号)』「ドッド・フランク法の概要と米国保険業界への影
響」 生命保険経営学会 109 頁参照 
58How To Modernize And Improve The System Of Insurance Regulation In The United 
States  
詳細は https://www.treasury.gov/press-center/press-releases/Pages/jl2245.aspx 参照 
59指令は、「EU 法令の一つ。加盟国を拘束するが、その具体的な形式及び手法は加盟国に
委ねられる。適用にあたっては、加盟国内での実施手続（担保法の制定等）が必要」とさ
れる。 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/keyword.html 
60竹濱修[監修](2006) 『EU 保険関係指令の現状(解説編)』損害保険事業総合研究所 
61ソルベンシーⅡ指令は、生命保険指令、損害保険指令、再保険指令を統合するもので、312
条で構成されている。茶野努・安田行宏[編著](2016)『経済価値ベースの ERM』中央経済
社 44 頁 
62業務や取引が規制の緩い部分にリスクが流れ、金融機関が積極的に規制の裏をかくような、
規制逃れの行動をとることがある。 天谷知子(2012)『金融機能と金融規制―プルーデンシ
ャル規制の誕生と変化』一般社団法人金融財政事情研究会 107 頁～109 頁 
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